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避難所の耐震強度と収容可能人数に基づく通信経路構築手法の提案
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地震などの災害発生時，被災地救援活動の際に必要となる重要な情報の一つに被災地域住民の安否情報がある.
そこで我々はこれまでに被災地域での安否情報の収集・提供に主眼を置いた被災情報提供システムを提案してき
た. 本稿では，避難所間距離や標高などの地理的条件，収容可能人数や耐震強度などの避難所の詳細情報，周囲の
山・建物等の遮蔽物を考慮した上で避難所間ネットワーク構築案を自動生成するためのアルゴリズムを提案する.
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1  はじめに
近年，地震や津波をはじめとした大規模自然災害が
世界各地で発生している [1]. これらの大規模災害が一
度発生すると，建築物の倒壊や地形変化に起因する公
衆回線の切断や通信機器の故障，さらには，公衆通信
網では遠隔地から発信された安否情報確認のためのア
クセスが集中することによる轄鞍の発生が予想される
ため，既存の通信システムでは必要な被災状況を十分
に把握できない.
そこで我々は，これまで，災害の影響を受けずに避
難所聞に無線ネットワークを構築し，避難所間で安否
情報を自律的に提供・共有する被災情報提供システム
の提案を行ってきた件6].
本提案システムでは，災害発生後の影響を受けない
独自の通信回線を構築することで，避難所聞の安否情報
を自律的に提供・共有するという特徴を有している. こ
れまでの研究成果としては，避難所聞を接続する通信経
路を決定するための方針と各避難所に適したアンテナ
必要最低高の検討 [2]，GIS (Gωgraphic Info.rmatio.n  
Sys旬m ) を用いた安否情報のリアルタイム表示の検討
問，避難所間での安否情報交換アルゴリズムの検討 [4，
5]，中継経路を含んだ避難所問ネットワーク構築[ 同の
それぞれについて研究を進めてきた.

本稿では，余震や二次，三次災害の影響を受けにく
い，より強固な避難所間ネットワークを実現するため
の避難所関ネットワーク構築アルゴリズムについて検
討する. 具体的には，被災地域に点在する避難所の中
から，耐震強度の高い建物群を通信設備を設置すべき
重要な避難所として選択する. また，これらの中から
特に耐震強度の高い建物を通信を中継する機能を担う
中核的な避難所として選択することで，ネットワーク
が切断しにくい強固な基幹回線を構築する自動生成ア
ルゴリズムを提案する.
本稿で提案する耐震強度を考慮したアルゴリズムに
よって幹線基地局でカバーできる避難者数の向上する
ζとカ瀧認できた. 幹線基地局は耐震強度が高く，災害
の影響を受けにくいので，より多くの避難者をカバー
し，被災地域の避難者の安否等の情報を，より効率的
に得ることができ，ネットワーク全体の有効性の向上
も期待できる.

2  被災情報提供システム
2.1 既存システムの問題点
大規模災害発生後に安否情報を収集・提供すること
を目的とした安否情報提供システムの研究・実装はす
でに行われている [7，8]. しかし，それらは災害発生に伴
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図 1: 提案システムの構想図

う地形変化や電力供給路の切断の影響については考慮
されていない. また，避難所で利用するシステムの具
体的な通信回線の確保に関する議論は行われていない.
そこで本研究では，これらを考慮し，災害の影響を
受けずに確実に被災者情報を交換できる，強固な被災
者情報交換システムの提案を行う. 以下では，提案シ
ステムとそれを満たす提案システムの特徴を述べる [2].

2.2 提案システムの要求条件
これまでの我々の検討により，提案システムが満た

すべき条件としては，次の 3 点が挙げられる.

(1) 回線切断に強いネットワークが構築できること

(2) 被災者の安否と所在，全避難所の状況が災害対策
本部において迅速に把握できること

(3) 遠隠地に向けた安否情報の提供機能も考慮すること

2.3 提案システムの特徴
要求条件を満たす提案システムは大きく分けて 3 つ
の特徴がある.

( イ〉災害発生後に無線 LANを用いて避難所間無線ネツ
トワークを構築する

〈ロ) 避難所閣で安否情報を自律的に提供・共有する

( ハ) 収集した安否情報を GISにより視覚的にわかりや
すく表示する

また. 2.3.1 から 2.3.3では以上にあげた特徴を詳し
く説明する.
2.3.1 避難所間無線ネットワークの構築
( イ) では，避難所に無線 L A N基地局とアンテナを
設置し，避難所間で無線ネットワークを構築する( 図 1
①)  . 具体的には，耐震強度の高い建物問で，被災地域
全体をカバーするパックボーン回線となる基幹ネット
ワーク( 図 1 (B)) と基幹ネットワークを構成するそ

基地局詳細 〆

長予ld
図 2: 基地局の構成図

れぞれの基地局が周辺の中・小規模の避難所から構成
する支線ネットワーク( 図 1 (A)) を構成する. これ
により常設の公衆回線と異なり，災害発生時の影響を
極力少なくしたネットワークを構築できる. また，提
案システムでは，被災救援活動に必要な情報の交換を
行うことを第一の目的としているため，被災地区外か
らの安否情報照会などの通信トラフィックは直接流入
しないよう設計する. そのため，遠隔地からの呼の集
中に起因する輯鞍も回避できると考えられる.
2.3.2 安否情報の自律的な提供・共有
( ロ) では，各避難所で収集した情報をその他の避難

所と自律的に交換・共有する小型マイコンを基地局に
. 図 2には避難所に設置する基地局

の構成図を表している. この基地局には隣接した避難
所聞で通信するための無線ルータ( 図 2 (C)) と，避
難所内にあるノート P C や P D A などの端末と通信す
るための無線 L A N アダプタ( 図 2 (D)) の2種類の
無線 L A Nシステムが搭載されている. ここで，提案シ
ステムで使用する無線ルータはルート株式会社と合同
開発を行っている. この無線ルータの特徴は小型，回
線自動選択機能，低電力で動作が可能という利点を有
するため，大規模災害が発生したときに対応できる仕
様である。
支線基地局は最も近い幹線基地局と情報を提供・共
有し，幹線基地局は隣接した幹線基地局と情報を提供・
共有する. 隣接した幹線基地局同士でデータを交換・共
有することで各避難所は被災地域全体のデータを取得・
共有する. このように，幹線基地局，支線基地局が全
避難所の安否情報を保持することによって，被災地域
の被災者は各避難内において地域全体の被災状況が把
揮できる.
2.3.3 GISによる安否情報の視覚的な表示
( ハ) では，災害対策本部を避難所間ネットワークに

組み入れ，各避難所から提供された安否情報を統合す
ることで GISの画面上に分析された結果を表示する( 図
1  @ ) . これに関する分析例として図 3に避難完了人数
の割合を GISに表示した画面を示す. この機能を災害
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図 3 避難状況を表示した GIS画面

対策本部で使用するととで，リアルタイムに各避難所
の状況が把握できる これにより，各避難所への救助
物資支給等の迅速な対応が可能になる また， G ISへ
表示することにより要救援地域を視覚的に特定しやす
いという利点もある.

3  ネットワーク生成プログラム (S N C P)
本節では，避難所間ネッ トワークを自動生成する
S N CP  (Shelter Network Construction Program) ]6]  
アルゴリズムについて述べる
S N C Pでは，避難所データ( 位置座標 ・様高 ・収容
可能人数) と遮蔽物データ( 位置座標 ・標高) が必要
となるため，3.1 では，避難所データ・遮蔽物データの
取得方法を記載する

3.1 避難所・遮蔽物データ
3. 1. 1  避難所デ一空取得方法
避難所の位置座標( 経度・総度) ，標高を調査するた
めに，ゼンリン電子地図帳 ]9] (図 4) を用いた
なお，本地図データに表示される標高には，建物の
高さに関するデータが含まれていないため，これにつ
いては避難所の階数から，建築基準法施行令 ]10]に基
づいた高さを算出した値を用いる乙とにした
避難所の収容可能人数は各地峡を管轄する市役所の
防災関係係からの資料を用いる
3. 1.2  遮蔽物デ一書取得方法
無線 LA N において，屋外伝織を行う際は，送受信機
のアンテナ閣での見通しが確保できるかどうかが重要
となる そのため，各避難所聞に位置する山 ・建物等
の遮蔽物の調査を行った
3. 1.3  地形の標高
山などの標高データはカシミール 3 D]1l]を用いて取

得した カシミール 3 D を用いると，避難所の位置座
僚から避難所聞の断面図を表示でき，避難所聞に存在
する複数の遮蔽物( 山などの地形的な遮蔽物) の標高
老考慮した見通しの確保の可否が一度に判断できる
カシミール 3 D による避難所問の断面図を表示した
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図 4 ゼンリン電子地図帳の平面表示画面
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図 5 カシミール 3D による避難所間の断面図

例を図 5に示す断面図を測定したい避難所の経度，緯
度( 図 5 (E) および (F)) を入力するととでその避難
所関の通信可否を判断する

3. 1.4  建物による遮蔽物デ一宮
建物にJ : る遮蔽は 3.1.l ll1iと同様にゼンリン電子地図
帳の 3 D機能により判断する( 図 6) との 3 D機能を
用いると，避難所関に存在する他の建物の高さ，階数
が把握できる とこで建物の高さは，やはり建物の階
数から建築基準法施行令に基づいて算出する
3.1.5  山口市における避難所・遮蔽物デー告
上記の手順により. 実際に山口市における避難所・遮
蔽物データを取得した 取得した避難所データは 136
箇所，建物によるi M l 磁物データは 2901箇所，山による
遮蔽物デ--$1は 655箇所であった

3.2 S N C Pのアルゴリズム
S N C Pのアルゴリズムを以下に示す

(1) 全ての避難所聞に存在する山 ・建物等の遮蔽物を
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図 6 ゼンリン電子地図帳の 3 D表示画面

考慮し，全ての無線リンクの通信可否を判断するi

(2) 遜鮫所の収容可能人数に基づいて全ての避難所を
ネッ トワークに含むものとそうでないグループの
2種類に分類する

(3) 幹線基地局聞の中継経路( 基幹回線〕を決定する

(4) 上記の手順によって自動生成された結果に従って
GIS に，幹線基地局，支線基地局，基幹回線をマ・ノ
ピングする

S N C P は避難所聞に点在する遮蔽物を考慮してネッ
トワークを構築するため， 3.1の避難所デー久遮蔽物
データが必要となる
手順 (1) では，避難所データ，遮蔽物デ一世から無線
リンクの通信可否を判断する また，避難所間距離が
無線 L A Nの最大伝送距離 (Omax) よりも大きい場合
は，データ通信が保障されない可能性が高いため，避
難所間距離が D max よりも大きい湯合はその避難所間
での通信は不可能とする
手順 (2) では，収容可能人数に基づいて全ての避難
所をネットワークに含むものとそうでないグループの
2種類に分類する. また，ネットワークに含むグループ
に対しては，以下に述べる手順 (3) で，さらに幹線基
地局と支線基地局に分類する.
具体的には，手順 (3) では，全ての端末に対しダイ
クストラ法 [12]を用いて中継回数を算出する. 己こで，
中継回数とは， f也の避鍵所間の通信経路にその端末が
何回中継局として選択されたかを示す回数とする そ
して，この中継回数がある一定数( R el町 Limiο を超
える場合，その端末は幹線基地局とし，他の基地局と
比べて，高い通信信頼性を要する基地局として取り扱
う また，幹線基地局以外の基地局は，支線基地局と
して取り鍛う さらにその後，クラスカル法 [12] を用
' *アルゴリズムでは，各避舵所|聞の見通し内で伝継が随保でき

る場合に通信可能とした
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図 7: SN CP の涜れ

いて，全ての幹線基地局を閉路を含まない最小経路で
接続する
手順 (4) では，以上の手順によって自動生成された
避難所間ネッドワークを GIS上に表示する
図7 はアルゴリズムの概要を図示したものである A  
は被災地域の避難所を示し， B はネットワークに含ま
れない避難所を決定し， C はネットワークに含む避難
所を幹線基地局，支線基地局に分類し，0 は幹線基地
局の経路構成を表した図である 図中において A から
B は手順 (1)(2) に対応し， B および C から D は手順
(3) に対応している

3.3 S N C Pで得られた避難所悶ネットワーク
3. 1.5節では， 136箇所の避難所を対象に避緩所情報
を得たが，まず，狭い地綬に限定して避難所悶ネット
ワークを求めたー具体的には，山口市中心地域におけ
る47 箇所の避難所を対象として，図 8 に示すような
S N C Pのアルゴリズムによる避難所間ネットワークを
生成した

3.4 S N C Pの問題点
前述のように S N CP は中継回数を基に幹線基地局の
選定を行う. 以下では，同手法の抱える問題点を述べる
まず， S N C P では中継回数を基準に幹線基地局者E決

定するが，この方式では耐震強度の低い避難所を幹線
基地局として選択する可能性がある 耐震強度が低い
避難所は災容の影響を受けやすい また，概して，こ
れらの耐震強度の低い避難所は，小規模かつ収容可能
人数も少ないことが多い 従って， ζのような避難所
を幹線基地局に選択すると，設置する無線機一台がカ
バーする被災者数が少なくなると考えられる
また，そもそもこれらの耐鐙強度に欠ける避難所で
は，あらかじめ導入した無線機材が被災時に有効に機
能しない可能性がある

O
Av
 

qL 



図 8: S N C Pによって生成された避難所間ネットワーク

さて，幹線基地局は，その他の支線基地局に対して
ネットワークアクセスを提供する機能も担うため，幹
線基地局の信頼性低下は，避難所間ネットワーク全体
の有効性を著しく低下させることに繋がる.
そこで，本稿では，新たに耐震強度ならびに収容可

能人数の二点を考慮し避難所を選定するアルゴリズム
として SNCP2を提案する.
S N C P 2では，耐震強度を考慮することによって，よ
り災害の影響を受けにくい強固なネットワークを構築
すること，また，収容可能人数に応じて避難所の役割
を分類することで幹線基地局がカバー可能な被災者数
を増加することのこ点を狙いとする.

4  S N C P 2アルゴリズム
4.1 S N C P 2アルゴリズムの詳細
以下に SNCP2の動作を述べる.

(1) 避難所の収容可能人数に基き，全ての避難所を i)
幹線基地局t u) 支線基地局t iii) ネットワークに
含まない避難所に分類する. また，幹線基地局の
中継回数も算出する

(2) 幹線基地局閣の山・建物等の遮蔽物，幹線基地局
聞の高低差を考慮して，通信可否を判断する

(3) 幹線基地局間の経路構成を決定する

(4) 上記の手順で自動生成された結果に従いt GISに
幹線基地局，支線基地局，基幹回線をマッピング
する

まず，手順 (1) では避難所の分類を行う. ここで，小
学校，中学校，高等学校などの施設は，収容可能人数も
多く，耐震強度カ清いと考えられる. そのためt SNCP2 
での避難所の分類は収容可能人数を基準に判断する. な
お，中継回数は，幹線基地局が充実した設備の必要な基
地局であるかどうかを判断する際の指標として用いる.

図 9: SNCP2によって生成された避難所間ネットワーク

次にt (2) では幹線基地局聞の通信可否を判断する.
ここで，山・建物等による遮蔽物を考慮して通信可否
を調査するのは既存の S N C P と同じであるが，これま
での我々の調査結果から，アンテナ高に 10m以上の高
低差がある場合は，通信品質が低下することを確認し
ている [4]. 従ってt SNCP2では，高低差が 10m以上
の避難所聞では通信不可能と判断した. また，計算時
聞を短縮するため，全避難所聞の通信可否を判断する
のではなく，幹線基地局に関係する経路のみの通信可
否を調査するととにより遮蔽物データ取得に要する時
間，アルゴリズムに入力する遮蔽物データ量の削減を
行う.
(3)では基幹回線の決定を行うためにt S N C P と同様
にクラスカル法を用いて，幹線基地局聞を閉路を含ま
ない最小経路で、接続する.
最後に (4) ではt S N C P と同様に，避難所間ネット
ワークのマッピングを GISを用いて行う.

4.2 S N C P とS N C P 2の違い
S N C Pを使用してネットワークを構築した場合は，単
に中継回数が多いという理由のみで基幹回線の基地局
が選定される. しかし，これでは選ばれた幹線基地局
の中に耐震強度が低い避難所が選択されている場合が
ある. そのため，この幹線基地局が災害の影響を受け通
信不可になると，ネットワークアクセスが不可能とな
る避難所が発生し，被災情報の取得の妨げとなる. こ
れに対し， SNCP2 では収容可能人数で避難所の分類
を行うので，耐震強度が高い避難所が幹線基地局とな
る. しかしながら S N C P で導入した中継回数の概念
は，ネットワークのリーチャピリティを強固する上で
重要な要素となる. そこで SNCP2 では，中継回数を
求めるととにより. ネットワークの重要な幹線基地局
には充実した設備を搭載する幹線基地局を決定する指
標とする.
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5  S N C P 2で得られた避縫所間ネットワーク
図 8の S N C P に対する比較として S N C P 2 によって

生成されたネットワークを図 9 に示す.

5.1 計算機シミュレーシヨン
本節では，幹線基地局がカバーする収容可能人数の

割合についての評価を行う. 幹線基地局がカバーする
収容可能人数の割合とは，被災地域における全避難所
の総収容可能人数に対して，幹線基地局が，被災地域
の避難所の収容可能人数をカバーする割合である.

5.1.1  S N C P とS N C P 2で得られたネットワーク
S N C P， S N C P 2による生成されたネットワーク( 図
8， 9) を比較する. 図 9から見てわかる通り， S N C P  
は，少ない幹線基地局数で被災地域全体をカバーして
いることがわかる. また， S N C P 2で選択された幹線基
地局は耐震強度が高い建物であるため，災害の影響を
受けにくいネットワークであると考えられる.
さて，図 9 の点線の円で囲んだ部分は，非常に隣接
した避難所が幹線基地局として選ばれている. しかし，
アンテナやパソコンなどの設置やそれに伴うスタッフ
の確保などを考えると非常に隣接した避難所を幹線基
地局として選ぶ必要はなく，どちらか一方を支線基地
局とする方が現実的であると考えられる. 隣接した避
難所では，中継回数がほぼ同じ値になるため，中継回
数で判断するのではなく，災害発生前にネットワーク
を構築し，パケットの LOSS率の高い避難所を支線基
地局とする等の解決策が考えられる.

5.1.2  幹線基地局
幹線基地局がカバーする被災地区の避難所の総収
容可能人数の割合を評価した. 同結果を図 10に示す.
S N C P 2 は S N C P と比較すると，幹線基地局数を同数
設置した場合にもより多くの被災者を幹線基地局でカ
バーしていることが確認できる.
さて，前述したように，幹線基地局は，その他の局

に比べて，より高性能かつ信頼性の高い無線設備を設
置する予定である. 従って， S N C P 2がより多くの割合
の被災者を幹線基地局でカバーできているζとは，避
難所間ネットワーク全体の信頼性の向上に大きく寄与
する結果であると考えられる.

6  おわりに
本稿では，避難所の耐震強度を考慮することで，耐
震強度の高い避難所を幹線基地局として選択するアル
ゴリズム S N C P 2を提案した.
S N C P 2では従来の手法に比べて，幹線基地局が高い

割合で被災者情報をカバー可能であることを確認した.
今後は，基幹回線の切断による幹線基地局の孤立化
の発生に対処するために，バックアップ経路の構築を
検討する. そして， S N C P 2が避難所間ネットワークを
求める最適なアルゴリズムかどうかを調べるためによ
り多くのサンプルネットワークを構築し，ネットワーク
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図 10: 幹線基地局の数と幹線基地局の避難所カバー率

内の収容可能人数分の安否情報等が全避難所でカバー
できることを確認する実験を行う予定である.
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